
改正道路法の施行により道路啓開計画が法定化（Ｒ７．４）

今後の進め方

＜道路啓開計画に検討する事項＞
①対象となる災害の種類
②道路啓開の目標
③優先的に道路啓開を実施する路線・区間
④道路啓開の方法

令和６年能登半島地震の発生

資料４

⑤資機材の備蓄・調達
⑥実践的な訓練
⑦情報収集・伝達
⑧その他（道の駅の活用など）

※R8.3中国地方道路啓開計画【地震・津波編】の策定

広島県道路啓開計画【地震・津波編】の策定
※令和８年度内を予定
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検討する事項

①対象となる災害の種類（１号関係）

対象災害は、「地域防災計画」などで想定されている地震を設定

※中国ブロック版では、発生確率が高く、広域にわたって甚大な被害が想定される地震として
「南海トラフ地震」を対象として設定
→想定する被災地域は、南海トラフ地震により震度6弱以上の揺れ又は
津波浸水が想定される市町村を対象

広島県地域防災計画で
想定されている地震
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検討する事項

②道路啓開の目標（２号関係）
③優先的に道路啓開を実施する路線・区間（３号関係）

・発災から概ね72時間以内を目標
・対象拠点の設定
・ネットワーク整備状況を踏まえ優先順位設定
※陸路のアクセスが限られる場合は空路や海路を検討

凡例
広域支援ルート
被災地進出ルート
被災地内ルート

広域進出拠点
進出拠点
救助活動拠点

≪道路啓開の目標≫
① 広域支援ルート ：発災から概ね24時間以内
⇒高速道路等の広域移動ルート及び

広域進出拠点までのルート

② 被災地進出ルート：発災から概ね48時間以内
⇒進出拠点までのルート

③ 被災地内ルート ：発災から概ね72時間以内
⇒救助活動拠点までのルート

（参考）【中国地方道路啓開計画】

≪防災拠点の考え方≫
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検討する事項

④道路啓開の方法（４号関係）
・地震発生から72時間までに、道路管理者及び関係者が実施すべき事項について役割分担を
明確にしてタイムラインを作成

・国等が本来道路管理者に代わって道路啓開を行う路線・区間について検討
・各道路管理者において、啓開路線・区間毎又はエリア毎に啓開作業を実施する業者の割付を整理

⑤資機材の備蓄・調達（５号関係）
・被災想定を基に資材の必要量を算出
・目標時間を踏まえ作業のパーティ数を考慮し、機材の必要量を算出
・必要な資機材が不足する場合、レンタル・リース業者等との災害協定の拡充や必要に応じて他地域からの
受援について検討し、受援で対応できない場合は、道路管理者による調達について検討する

⑥実務的な訓練（６号関係）
・発災後の道路啓開の円滑な実施のため、道路啓開計画に盛り込まれた内容を踏まえ、訓練内容を充実し、
計画的に訓練を実施
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検討する事項

⑦情報収集・伝達（７号関係）
・道路啓開作業のタイムラインを踏まえ、道路管理者と関係機関における情報収集・伝達に関わる
体制・系統図等を整理

⑧その他（８号関係）
・道路啓開計画は定期的（５年に１回を基本）に見直す
・「道の駅」の活用について整理
・道路啓開ルートのリスク（落橋、盛土・法面崩壊等）の整理
・地域の道路ネットワークの課題等の整理
・他の自然災害（大雨や大雪）との複合災害について整理
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今後のスケジュール（案）

第１回広島県道路啓開計画協議会

最終とりまとめ

令和８年７月27日

第２回広島県道路啓開計画協議会令和８年上半期

第３回広島県道路啓開計画協議会令和８年12月

広島県道路啓開計画【地震・津波編】策定・公表
※雪害、火山災害、風水害については別途策定予定

第１回 ＷＧ

令和８年上半期

※計画の考え方について

第２回 ＷＧ

令和８年11月

※啓開計画素案について

第３回 ＷＧ

令和９年１月

※啓開計画について

第４回広島県道路啓開計画協議会令和９年２月

令和９年３月

※協議会とＷＧについては現状の想定であり、必要に応じて実施 6


